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1　はじめに

本稿は地方公営企業の一画を担う公営電気
事業に注目し，これらが地域において果たし
ている機能や役割を検討することを目的とし
ている．本稿が公営電気事業に注目する理由
は以下の通りである．第 1に，地方公営企業
ならびに電気事業の両分野において，戦後か
ら今日に至るまでの公営電気事業はほぼ無視
されてきたに等しい状況にあった．この時期
の公営電気事業は両分野における研究の空
となっており，取り組まれる必要がある．第
2に，近年各地の水道料金が上げられている
ことに代表されるように，社会資本の更新・
改修期を迎えている地方公営企業が人口減少
が進展する地域に対して今後大きな費用を課
していくことが予想されており，地域の主要
課題の 1つに位置づけられていることがある
（地方財政審議会 , 2023 等）．地方公営企業を
めぐるこうした位置づけに同意しつつも，課
題ばかり注目されて地方公営企業が地域で担
う役割や機能を見落としたり，過小評価する
ことになるのであれば，今後の地域にとって
も望ましいことではない．本稿は今日の公営
電気事業の活動に注目し，地方公営企業なら
びに電気事業の両分野における空 を埋める
ことに取り組む．更に，この間公営電気事業
について筆者が取り組んできた研究の成果を
活用するとともに，今日の地域の主要課題の
1つである地域の脱炭素化の取り組みに注目
することで公営電気事業が地域で果たしてい
る役割や機能を明らかにし，地方公営企業が
今後の地域において重要な機関の 1つである

ことを示していく．

2　  公営電気事業の現状と公営電気事業
をめぐる議論のサーベイ

本節では公営電気事業の現状を確認すると
ともに，公営電気事業をめぐる議論のサーベ
イを行い，公営電気事業を議論する上での視
点を得ていく．
はじめに公営電気事業の現状を確認する．
公営電気事業は地方公営企業法で規定されて
いる電気事業を自治体で担う機関であり，地
方行政の一部門を担っている（細谷 , 2018, 
第 1章 ; 中島 , 2023）．戦後，公営電気事業復
元運動が行われる中で現在まで続く公営電気
事業の多くは各地でなされた河川総合開発事
業を契機に設立されてきており（公営電気事
業経営者会議編 , 1993, 16-17 頁），これらの
多くは現在の各地の企業局・庁の元になって
いる．電気事業法では公営電気事業は発電事
業者に位置づけられており，発電した電力を
民間の電力会社に供給している（公営電気事
業経営者会議 , 2023）．
現在の公営電気事業の規模を地方公営企業
ならびに電気事業のデータから確認する．以
下のデータは法適用事業，法非適用事業の両
方を含んでいる．
まず，地方公営企業における公営電気事業
の規模を確認する．表 1に 2022 年度の地方
公営企業年鑑に示された同年度の決算データ
における公営電気事業の規模を示した．公営
電気事業は全ての地方公営企業における事業
数，職員数，決算規模についてそれぞれ
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1.2％，0.5％，0.8％となっている．
次に電気事業の中の公営電気事業の規模を
確認する．同じく 2022 年度の地方公営企業
年鑑に掲載されていた電気事業全体の中の公
営電気事業の規模を確認する．全発電所数
6,593 のうち，公営電気事業の発電所数は
494 で 7.5％に相当，全電気事業者の最大出
力が 270,098 千 kWである中で公営電気事業
は 2,634 千 kWで 1.0％に相当，全電気事業
者の年間発電電力量が 834,746 百万 kWhの
うち公営電気事業は 7,178 百万 kWhで 0.9％
に相当する．このように，公営電気事業は全
発電事業者と対照するとごく小規模であるこ
とがわかるが，水力発電のみに注目すると，
全電気事業者の水力発電所 1761 のうち公営
電気事業は 344 で 19.5％に相当，最大出力
49,613 千 kWhのうち公営電気事業は 2,315
千 kWhで 4.7％に相当，発電電力量 83,218
百万 kWhのうち公営電気事業のそれは 6,591
百万 kWhで 7.9％に相当する規模があり，
一定の規模を有していることがわかる．
以上，公営電気事業の現状について述べた．

地方公営企業の分野でも，電気事業の分野で
も概して規模の小さい公営電気事業である
が，地方公営企業では経営状態のいい分野の
1 つとしてあり続けてきた（太田 , 2022, 85
頁）．2022 年度の地方公営企業における法適
用事業の経常収支比率を確認すると，水道事
業（簡易水道を含む）が 108.5％，工業用水
事業が 112.5％，下水道事業が 105.0％，病院
事業が 103.4％，全事業で 105.4％が示されて
いる中で，公営電気事業は 127.8%と他事業
よりも高い結果が示されている．
次に，戦後から今日に至る公営電気事業を

めぐる議論の動向を確認していく．これにつ
いて，筆者は以前戦後から今日に至るまでに
提示されてきたわずかな公営電気事業をめぐ
る議論を整理したことがあり，これに基づい
て述べる（太田 , 2022）．公営電気事業につ
いては，戦前のそれについては研究蓄積が形
成されているものの，戦後以降のそれについ
ては当事者らによる議論を除けばほとんど議
論されてこなかった．その理由として，戦後
から今日に至るまでの公営電気事業は地方公
営企業においても電気事業においても規模が
小さく，また公営電気事業の活動が発電した
電力を卸供給することにあり，上下水道や交
通等のように地域の主体に直接サービスを供
給しなかったことがあろう．そうした中で，
筆者は戦後以降提示されてきた公営電気事業
をめぐる議論を整理し，公営電気事業が直面
する課題として，売電価格問題と発電施設等
の社会資本の維持管理問題，地域貢献問題の
3つの課題があると述べた．
このうち，地域貢献問題について，筆者は
岩手県，長野県，富山県，島根県の県営電気
事業に調査を行い，各県の電気事業が発電事
業に取り組むことを通じて売電先の電力会社
や県行政部局と連携しながら地域課題に取り
組む活動をしていたことを把握した（太田 , 
2023）．具体的な内容として，発電した電力
を売電して売電益を得ることで，電気事業自
身が水源林等の森林保全活動に取り組む他，
売電先の大手民間電力会社と連携しながら子
育て世帯の電気料金を下げる活動等，地域課
題に取り組む事業が行われていた．また，売
電益を県の一般会計等に繰り出したり貸付を
したり，知事部局等と連携しながら県が掲げ

表 1　地方公営企業に占める公営電気事業の規模

事業数 職員数
（人）

決算規模
（億円）

全地方公営企業 8,055 458,468 184,366

公営電気事業 99 2,142 1,415

公営電気事業の比率 1.2% 0.5% 0.8%
（出所）　2022 年度地方公営企業年鑑より筆者作成．
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る総合計画の目標に資する活動を行う中小企
業の支援が行われていたり，コロナ禍で生じ
た課題に取り組む地域政策を財源から支える
活動等が行われていた．こうした電気事業の
活動は各県の議会でも高く評価されていた．
売電を核にした活動以外にも，電気事業の
職員が県内市町村のエネルギー関係の計画を
策定する会議にオブザーバーとして参加して
助言をしたり，農協が保有する小水力発電で
改修，更新に取り組む際に技術的，経営的な
助言を行う等，各県の電気事業が蓄積してき
た知識や情報をもとに地域の取り組みを支援
する活動も行われてきたことを把握した（太
田 , 2023）．これらの活動は発電事業におけ
るソフト面の活動だといえる．
このように，公営電気事業は水力発電を核
とした発電事業を通じてソフト面を含めて地
域貢献活動に取り組んできたが，本稿が注目
する脱炭素化の取り組みについては課題が残
されてきた．公営電気事業では，かねてから
発電時に温室効果ガスを排出しないことが温
暖化防止に資することが指摘されてきた（公
営電気事業経営者会議編 , 1993 等）．しかし，
このことの意義が何かが議論されず，またこ
れ以上の活動は明らかにされることもなかっ
た．例えば，上述したように地域における小
水力発電の取り組みやエネルギー計画の立案
に関わる等の活動がなされてきたが，こうし
た取り組みが紹介されたこともなかった．公
営電気事業は脱炭素化の取り組みを地域で促
進することが期待されるものの，地球温暖化
防止の取り組みにどのように資してきたかが
議論されてこなかったため，役割や機能を議
論することが難しい．この点に公営電気事業
の課題があると考える．
以上，今日の公営電気事業の現状と戦後か
ら今日に至るまでの公営電気事業をめぐる議
論，ならびに地域貢献に関わって取り組まれ
ている活動の概要について確認した．公営電
気事業は他の地方公営企業と比べると規模が
小さく，注目されてこなかった経緯があるが，
発電した電力を売電することを通じて大手電
力会社や知事部局等と連携しながら地域課題
に取り組む活動を行ってきている．更に，活

動の規模は大きくないものの，発電事業に取
り組むことで蓄積してきた知識や情報を用い
て地域のエネルギー計画の立案や小水力発電
の取り組みを支援する活動も行ってきてい
る．他方，地域で脱炭素化を図る際に公営電
気事業が果たしうる役割や機能についての議
論がなされてこなかった課題がある．

3　  地域の脱炭素化に取り組む県営電気
事業の活動

本節では公営電気事業による地域における
脱炭素化の促進に関わる活動に注目する．地
域の脱炭素化の取り組みに注目する理由は 2
つある．1 つは前節の後半で述べたことで，
地球温暖化防止の取り組みに資すると考えら
れてきた公営電気事業であるが，活動の把握
やその役割や機能についての検討が十分なさ
れてこなかったことである．
もう 1つの理由は，脱炭素化はグローバル
な主要課題の 1つであるとともに，地域にお
ける主要課題の 1つにもなっていることであ
る．2021 年 6 月に公表された「地域脱炭素
ロードマップ」では，脱炭素化を図ることで
気候変動に対応するとともに，地域資源であ
る再生可能エネルギー（再エネ）を利用して
脱炭素化に取り組んでいくことで，脱炭素化
を図るとともに地域課題にも同時に取り組
み，地域の成長や発展を追求していくことが
目標として掲げられた．そして，これらのこ
とに取り組んでいく際に地域の各主体の取り
組みが重要であり，それぞれが連携，協力し
て取り組んでいくことが必要であることが明
記された（国・地方脱炭素実現会議 , 2021）．
行政部門の 1つである公営電気事業も地域の
脱炭素化に取り組む必要があり，この視点か
ら地域における役割や機能を検討することが
必要である．
以上の理由から，本稿では脱炭素化に取り
組む山梨県と長野県の電気事業の活動に注目
したい．両県に注目する理由は，脱炭素化を
図る上で特徴的な取り組みを行っていること
にある．以下，両県の取り組みについて述べ
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る．
はじめに，山梨県電気事業による取り組み
について述べる．注目するのは水素エネルギ
ー（水素エネ）の技術開発と利活用をめぐる
取り組みである．
山梨県の電気事業の概要を確認する．山梨
県企業局の電気事業は合計 28 箇所に水力発
電を有しており，最大出力合計は 12 万
770kWで水力発電だけをみると全国の都府
県 24 公営電気事業で構成される公営電気事
業経営者会議に参加する電気事業者中，8番
目の規模であり 1），企業局が発電する電力は
2022 年度において県内需要の 7.0％に相当す
る年間で約 4億 3 千万 kWhであったという
（山梨県企業局 , 2023）．山梨県の電気事業の
核は水力発電であるが，全国有数の日射量を
有する山梨県では，甲府市内の米倉山におい
て県が整備した用地に東京電力の太陽光発電
所を誘致して共同で発電所を建設したことを
契機に，発電時に発生する水素エネを利活用
するための技術開発に取り組んできた（山梨
県ホームページ「米倉山太陽光発電所につい
て」; 山梨県企業局 , 2023）．
山梨県企業局による水素エネの技術開発と
その利活用について，脱炭素化に関わる計画
から概要を確認する．山梨県の「山梨県地球
温暖化対策実行計画（2023 年 3 月）」では，「水
素社会の実現」が掲げられながら随所に水素
エネの開発と利活用の記述がなされている．
この 1つに，企業局が取り組むという太陽光
発電で得た電力を水素に変換して貯蔵する
P2G（Power to Gas）システムの開発と，こ
れを積極的に活用して化石燃料を水素に転換
していくことが掲げられている（山梨県 , 
2023）．もう 1 つ，企業局の「山梨県企業局
経営戦略（令和 3年 7 月改定）」では，企業
局が直面する課題の 1つに地球温暖化への対
応，「自立・分散型エネルギー社会の構築」
が挙げられており，水素エネの活用に向けた
研究等に取り組むことで地球温暖化対策に貢
献すると書かれている．水素エネについては
技術開発とともに P2Gシステムを利用した
水素の利活用を図るための事業体の創設も掲
げられている（山梨県企業局 , 2019）．この

ように，山梨県では地球温暖化対策実行計画
と企業局の経営戦略の両計画で脱炭素化への
取り組みに水素エネが挙げられており，企業
局がその担い手の 1 つに位置づけられてい
る．水素エネは，例えば後述する長野県の地
球温暖化対策に関する計画でも掲げられる等
他地域の計画でも取り上げられているが，山
梨県では水素エネの技術開発やその実用化，
利活用に向けた取り組みまで踏み込んで記述
がなされている点で特徴がある．
山梨県企業局への聞き取り調査と県の水素
エネに関する各種資料を用いて，表 2に山梨
県の水素エネの技術開発や利活用をめぐるこ
れまでの活動をまとめた．
表について説明する．山梨県における水素
エネの技術開発の取り組みは，2008 年の地
球温暖化防止条例ならびに 2009 年の地球温
暖化対策実行計画の策定を経て進められた東
京電力との共同による米倉山太陽光発電所の
建設に向けた動きに端を発する．この発電所
が建設されて営業運転に至る過程で，企業局
は民間企業とともに出力が安定しない太陽光
発電による電力を水素に変換して貯蔵するた
めの技術開発を始めた．この取り組みの 1つ
が P2Gシステムの開発である．この取り組
みには東レや東京電力ホールディングス等が
参加するとともに，1970 年代から燃料電池
の研究に取り組んできた山梨大学も加わって
技術開発が進められ，新エネルギー・産業技
術総合開発機構（NEDO）にこれらの企業と
共同で事業を申請して助成を得，委託事業も
受けた．こうした取り組みが「やまなしエネ
ルギービジョン」や「やまなし水素エネルギ
ー社会実現ロードマップ」といった地球温暖
化対策の内容だけにとどまらない県のビジョ
ンや計画にも反映されるとともに，技術開発
に取り組む主体間のネットワーク化，組織化
が進められ，「やまなしハイドロジェンカン
パニー」が設立される等の成果を得てきた．
近年は企業局が開発の一端を担った P2Gシ
ステムは実証実験を経て小型化され，2024
年に入って埼玉県の工場に設置されており，
実際に利用されるまでに至っている．また，
海外から県の水素エネの取り組みへの視察が
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あり，P2Gシステム等の海外への展開が模
索される状況となっている（2022 年 6 月 10
日付日経産業新聞記事等）．
企業局が取り組んできた技術開発について
は山梨県企業局（2023）に詳しい．これによ
ると，企業局は再エネの安定利用を推進する
取り組みの一環としてハイブリッド水素電池
システムの開発と水素電力貯蔵技術の開発に
取り組んできたとされる．企業局による技術
開発の特徴は，表 2でも確認したように民間
企業と共同研究を行う形式で進めていること
に見出すことができる．こうした取り組みに

関する報道によると，企業局は技術開発や利
活用への取り組みに関わり得る企業に対して
水素エネの事業に参加を呼び掛けたり，技術
の利用促進に向けた取り組みを行ってきてい
るという（『エネルギーフォーラム』68（807）
の記事中 44 頁）．企業局は自身で技術開発に
取り組むだけではなく，企業間のネットワー
ク化や組織化を媒介する役割も担っているの
である．
このように，企業局電気事業は企業や大学
と共同研究を進め，NEDOの事業にも採択
されたりしながら水素エネの利活用に向けた

表 2　企業局も含めた水素エネルギーをめぐる技術開発と利活用の経緯
年 概　　要

2008 年 「山梨県地球温暖化防止条例」制定．

2009 年 「山梨県地球温暖化対策実行計画」策定．これを受けて，県は東京電力
と共同で米倉山に太陽光発電所を設置する計画を公表．

2010 年～ 11 年
企業局は民間企業とともに米倉山の太陽光発電所で発電された電力を水
素に転換して貯蔵する P2Gシステムの開発に着手．水素電力貯蔵の実
証実験を開始．

2012 年 米倉山太陽光発電の営業運転開始．

2015 年

P2Gシステムの経済成立性の検討を目的に東レと共同研究を開始．東京
電力ホールディングスも参加し，3者による共同研究の枠組みが確立．
山梨県，山梨大学，やまなし産業支援機構により「やまなし水素・燃料
電池ネットワーク業議会」が設立．

2016 年

企業局，東レ，東京電力ホールディングス，そして東光高岳で P2Gシ
ステムの技術開発と経済成立性に関する検討の取り組みを NEDOに申
請し，採択．米倉山に P2Gシステムを建設．
「やまなしエネルギービジョン」策定．

2018 年
「やまなし水素エネルギー社会実現ロードマップ」，「やまなし水素・燃
料電池バレー戦略工程表」策定．
P2Gシステムの実証実験設備が稼働．

2021 年
山梨県，東京電力ホールディングス，東レで「やまなしハイドロジェン
カンパニー」が設立（翌年から段階的に業務を開始）．
NEDOの事業を受け P2Gシステムを小型化する取り組みに着手．

2024 年 小規模パッケージ化した P2Gシステムが埼玉県の工場に設置．
（出所）坂本・出原・石渡（2021），坂本・出原・外内（2023），山梨県企業局（2023）ならびに 2022 年 8
月 30 日に実施した山梨県企業局への聞き取り調査と山梨県ホームページ「新エネルギーシステム推進室」
を元に筆者作成．
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技術開発に取り組むとともに，その過程で関
係する企業に声をかけて技術開発や利活用に
関するネットワーク化，組織化を図ってきた．
企業局は，いわば水素エネの利活用に向けた
「知の集積」（小林・武田 , 2011）を図ること
に貢献してきたといえるであろう．こうした
取り組みの成果として P2Gシステムの実用
に至ったことがあり，山梨県の水素エネの利
活用に向けた取り組みが世界的に注目され，
「山梨県といえば水素」とまでいわれるよう
になった（ハイクオリティやまなしホームペ
ージの記事）．そして，一連の取り組みの成
果は県の総合計画にも反映されている．総合
計画では，地球温暖化防止ならびに脱炭素化
を図るとともに，再エネを利用した地域経済
の基盤強化を図ることが目的に掲げられてい
るが，山梨県の特徴は，水素エネと燃料電池
の関連産業の産業集積とこの分野の振興を図
ることが目的の 1つに掲げられていることに
あろう（山梨県知事政策局 , 2023, 64 頁）．例
えば長野県の総合計画でも水素エネは挙げら
れているが，関連産業の集積と振興を図る目
標までは立てられていない．
次に長野県の電気事業について述べる．注
目するのは地域に小水力発電を普及する取り
組みである「小水力発電キャラバン隊」であ
る．
長野県の電気事業の概要を確認する．長野
県企業局の電気事業は県内 23 箇所に水力発
電を有しており，最大出力合計は 10 万
4655kWで，水力発電については公営電気事
業経営者会議に参加する電気事業者中 9番目
の規模である 2）．企業局が発電する電力は年
間約 4億 2 千万 kWhで長野県の世帯数の約
14%分に相当する（長野県企業局ホームペー
ジ「電気事業」）．
長野県の小水力発電の普及の取り組みの内
容を脱炭素化に関する計画から確認してい
く．長野県の「長野県ゼロカーボン戦略（2022
年 5 月改定）」では，県が掲げる温室効果ガ
ス排出の削減目標を達成するための 1つの方
策として再エネの更なる導入が掲げられてお
り，この取り組みの中で企業局への言及があ
る．企業局の活動として，新しい水力発電所

の建設と基幹発電所の大規模改修等に積極的
に取り組むことで再エネの供給を拡大するこ
とや，企業局が有する発電所が立地する市町
村で先端技術等を活用した中山間地域の課題
解決を図る取り組みを支援する等の取り組み
を行い，地方創生に取り組んでいくという（長
野県 , 2022）．そして，企業局の「長野県公
営企業経営戦略（2021 年 3 月）」では，脱炭
素化社会を見据えて水力発電によって再エネ
の供給拡大とエネルギー自立分散型で災害に
強い地域づくりの具現化を図ること，未来に
向けて積極的に投資を行っていくこと等が目
標として掲げられており，新規発電所の建設
と既存発電所の大規模改修等に取り組むこと
で積極的に出力増強を図ること，企業局の発
電所が立地する市町村で先端技術等を活用し
た中山間地域の課題解決を図る取り組みを支
援すること等「ゼロカーボン戦略」と同様の
記述がなされている（長野県企業局経営推進
課編 , 2021）．これらの取り組みは県の総合
計画にも反映されており，小水力発電を含む
再エネを普及させていくことでエネルギー自
立地域を推進し，地域の脱炭素化を図るとと
もに地域内経済循環を実現，促進していくこ
とが目標の 1つに掲げられている（長野県企
画振興部総合政策課，2023，42-4 頁，74-5 頁）．
以上，長野県の「ゼロカーボン戦略」と企
業局の経営戦略の概要を確認した．両戦略で
はともに企業局は水力発電を核に再エネを生
み出す「創エネ」の役割を担うとともに，発
電所が立地する市町村が取り組む課題を支援
する等，地域貢献に取り組むことが記載され
ている．本稿が注目する「小水力発電キャラ
バン隊」も「創エネ」の取り組みの一環とし
て行われており，地域と一体で取り組まれて
いることがこれまでにも注目されてきた（赤
羽 , 2018; 長野県ホームページ「小水力発電
キャラバン隊について」）．
「小水力発電キャラバン隊」の概要につい
て述べる．長野県は高い山々に囲まれ川の高
低差が大きいことと水資源が豊富であるこ
と，そして稲作が盛んに行われてきたことで
用水路も発達してきたこと等，小水力発電に
非常に適した条件を有しているとして小水力
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発電の普及に取り組んできた．他方で，周知
の通り小水力発電の事業化をめぐって水利権
の調整が必要となることや技術的知識，資金
調達，そして様々な許認可の手続きが必要で
あること等事業化に至るまで様々なハードル
があり，様々な情報と知見が必要となる．こ
うした課題に対して長野県では関係部局等で
構成する「小水力発電キャラバン隊」を組織
し，2013 年から小水力発電の事業化を目指
す主体に対する支援を行ってきた．
キャラバン隊は小水力発電の導入に際して
許認可に関する手続きや技術面，資金面で相
談が必要な・それらに応じられる部署，なら
びに立地について助言ができる県庁内の部署
が参加している．具体的には環境部環境政策
課ゼロカーボン推進室，農政部農地整備課，
建設部砂防課，建設部河川課，そして企業局
である．これらの部署と，長野県土地改良事
業団体連合会から構成されている．企業局は
水力発電に関する技術的知見を有しているこ
とから，こうした側面からの支援を中心に取
り組んでいる．キャラバン隊は年間を通じて
県内の複数の個所で出張相談会を実施してお
り，小水力発電の事業化に際して初期に直面
する課題に対して助言を行ったり相談に乗る
とともに，既存の発電所の見学や測量，流量
調査を行うための講習会を実施している．更
に，事業者や主体間のマッチングも図ってお
り，有益だと考えられる場合には県内事業者
に限らず県外事業者にも参加してもらうとい
う．一連の取り組みを進める際には継続的か
つ丁寧なコミュニケーションを図ることを心
掛けているという（赤羽 , 2018; 長野県ホー
ムページ「小水力発電キャラバン隊につい
て」）．
キャラバン隊の今日までの実績について，
2022 年までの実績として，2013 年度から相
談会等を 34 回実施してきているという（令
和 4年 6 月 23 日長野県議会定例会本会議に
おける環境部長の答弁）．キャラバン隊での
活動を含めて企業局が技術面から支援を行っ
たのが延べ 56 件，うち 4 件で発電所の運転
が始まったという（長野県企業局経営推進課
編 , 2021, 12 頁 ; 令和 4年 9月 29 日長野県議

会定例会本会議における企業局長の答弁）．
以上述べたキャラバン隊の取り組みには，小
水力発電に関心があったり，その導入を検討
する事業者や主体間の情報の非対称性を緩和
したり，許認可の手続き等で生ずる様々な取
引費用を引き下げる機能があろう．そして，
企業局を含むキャラバン隊は，小水力発電を
県内で普及するための「知の集積」（小林・
武田 , 2011）を予め形成することで取り組ん
でいるといえる．
長野県の電気事業はこのキャラバン隊以外
にも地域と連携や協働を図りながら水力発電
所の新規開発に取り組んでいたり，既設の水
力発電所の利活用を図る活動に取り組んでい
る．例えば，企業局では新たに建設した水力
発電所について，地域の振興に寄与する取り
組みを行っていたり，大規模な災害が発生し
て停電が生じた際に地域に電力を供給する体
制を立地市町村らとともに検討，形成する「地
域連携型水力発電所」として整備する方針で
取り組んでおり，計画段階から住民と対話す
る機会を設けている（小林 , 2021; 長野県企
業局ホームページ「電気事業」;2022 年 11 月
10日長野県企業局電気事業課聞き取り調査）．
このように，キャラバン隊をはじめ地域と
の連携や協働の機会を持ち，地域に向き合い
ながら小水力発電を含む水力発電の開発や普
及に取り組む電気事業は，地域から信頼が得
られている傾向が認められるという．小水力
発電を事業化したり，水力発電所の検討がな
される過程で住民や当事者らとの調整がなさ
れる際，一連の過程に企業局が参加していれ
ば「企業局が参加しているから」という理由
で一連の調整や協議が円滑に進むことがある
という（2022 年 10 月 28 日長野県環境政策
課聞き取り調査）．
以上，山梨県と長野県の電気事業による両
県における脱炭素化の取り組みについて述べ
た．山梨県では水素エネの技術開発とその利
活用に向けた取り組みを，長野県では地域に
おける小水力発電の普及の取り組みが行われ
ている．両電気事業ともに民間企業や県行政
部局等と連携してこれらの活動に取り組んで
おり，両県における脱炭素化の促進に向けた



－ 19 －

「インフラストラクチャー」としての公営電気事業

組織化や体制づくりの一端を担っていること
が認められる．そして，これらの活動が進め
られる中で，発電事業をベースに蓄積してき
た技術や経営に関する情報，知識がそれぞれ
の活動で発揮されるとともに，一連の過程で
は企業局が参加しながら「知の集積」が図ら
れていることも認められた．長野県では電気
事業の活動が地域から信頼を得ていたことも
認められた．両県のこうした取り組みについ
ては，2節で述べた他県の活動にも認められ
た発電事業をベースにした情報や知識といっ
たソフトに基づいた活動と共通した内容であ
ることが指摘できる．

4　考察

本節では，前節まで述べてきた県営電気事
業の活動が地域において果たす役割や機能に
ついて議論する．結論から述べると，県営電
気事業は池上惇が議論した「インフラストラ
クチャー」として地域で機能し，役割を果た
していると考える．以下，池上の議論の概要
を述べる．
池上は人々が生きていく上での目標の 1つ
に自己実現があり，財政学で議論されてきた
公共財は単なるモノではなくシステムである
こと，そしてシステムとしての公共財は，人々
が自己実現を果たすためにその支援を行い，
そのための機会を平等に提供する役割があ
り，そうした機能を有すると述べた．そして，
これらのシステムを公共的意思決定を通じて
如何にして有効に作り出すかが公共支出の課
題であると議論した．
池上はこうしたシステムが電力や交通に関
する施設等に担われて政治，行政，そして経
済社会といった各局面で登場するとき「イン
フラストラクチャー」と呼ばれるとして，「イ
ンフラストラクチャー」には法システムに始
まり，情報，貨幣・金融，経済，社会等の名
を冠する各システムがあり，公共財はこれら
のシステムに担われた公共施設であり，これ
らのシステムと関連付けられた施設の機能を
「インフラストラクチャー」と位置づけた．

そして，政府が行う活動は憲法インフラスト
ラクチャー，そして情報，貨幣・金融，経済，
社会等それぞれを冠する各インフラストラク
チャーから把握されるとした（池上 , 1990, 
54-56 頁）．
以上が池上の「インフラストラクチャー」
の概要である．池上の議論は，自治体を含む
政府が有する発電施設等のハードの施設に
は，成文法であったり情報が生み出され共有
されるルール等を含むソフトなシステムが伴
われており，ハードの施設だけではなくこう
したソフトなシステムの双方を視野に入れて
その供給のあり方を議論すべきことを提起し
ている．なお，池上は公共財を挙げて議論を
提示しているが，公営電気事業を含む地方公
営企業は公的供給財を供給していることか
ら，ここでは公的供給財も視野に入れて議論
をする 3）．
こうした池上の議論に沿って考えると，3
節で注目した山梨県，長野県の電気事業が取
り組む脱炭素化の活動と，これまで筆者が議
論してきた県営電気事業が取り組んでいる活
動は，それぞれの地域が直面する課題への働
きかけや，地域の発展や成長を視野に入れた
脱炭素化の取り組みを促進する上で「インフ
ラストラクチャー」として機能しているとい
えるであろう．
山梨県，長野県の電気事業では，それぞれ
が保有する水力発電や太陽光発電の発電施設
とそれらを利用してなされる発電事業を核と
した活動がなされている．そして，2節で述
べたように，各県の県営電気事業は発電事業
に取り組んで売電を行い，売電益を用いて森
林保全活動に取り組んだり，電力会社や県行
政部局と連携して地域課題に取り組む活動を
行っている．そして，一般会計等へ売電益を
繰り出したり貸し付けたりすることで県が行
う地域政策を支えている．
これらの活動は発電施設というハード施設
をベースとした発電事業の結果としての活動
であるが，こうした活動以外にも，発電事業
に取り組むことで得た知識や情報といったソ
フトな資産を活用して地域の取り組みを支え
ている．2節では，発電事業に取り組むこと
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で蓄積してきた知識や情報を活用して地域で
のエネルギー計画の立案や，小水力発電の取
り組みへの助言を行ってきたことを述べた．
3節では，地域の脱炭素化に取り組む山梨県，
長野県ともに発電事業に関わる知識や情報等
のソフトな資産が活用されていたことを把握
した．山梨県では，東京電力と共同で建設し
た太陽光発電から得られる電力を蓄電するた
めに水素エネに変換する技術開発に民間企業
や大学と連携して取り組み，水素エネを変換
するシステムを開発し，実用化を図っている．
その過程で，企業局は関係する企業に声がけ
をしながら水素エネの技術開発に関する企業
間のネットワーク化，組織化を図っており，
これまでに水素エネを扱う企業を設立する等
の成果を得てきた．こうした活動の結果，県
として水素エネを利用するシステムの海外展
開を模索する段階まで事業を展開しており，
県において発展を期する分野の 1つにまで高
めている．長野県では，地域での小水力発電
の導入，普及を目的に小水力発電キャラバン
隊が設けられており，企業局はこれまで蓄積
してきた水力発電に関する技術的，経営的な
知見を活かしながらこの活動に寄与してい
る．また，新規の水力発電所の建設等に取り
組むにあたって立地する地域と向き合い，住
民らと協働関係を構築しながら事業を展開し
ている．一連の活動には，それまでに電気事
業が得てきた地域からの信頼をベースに円滑
に協議や調整が図られている局面も認められ
た．更に，3節で両県の地球温暖化防止対策
に関する計画・戦略と企業局の経営戦略は脱
炭素化の目標や取り組みについて同じ内容が
記載されていたことを述べた．県行政も企業
局も同じルールの下で温暖化防止ならびに脱
炭素化に取り組んでいく体制が取られてい
る．
両県の電気事業は，池上の議論に倣えば経
済，情報，法の各システムを備えた「インフ
ラストラクチャー」と捉えることができるで
あろう．両電気事業の活動は発電施設を利用
した発電事業に取り組みながら技術的，経営
的知識や情報を得ており，また両県が掲げる
温室効果ガス排出削減に取り組むためにこれ

らの知識や情報を活用して地域での再エネの
導入を支援したり，電気事業自身が再エネの
開発に取り組んでいる．ここで，発電施設は
池上がいう経済システムと密接に関わってお
り，発電事業に取り組むことで蓄積してきた
知識や情報は情報システムに，温室効果ガス
排出削減と再エネ導入の目標は法システムに
関わる内容である．両県の電気事業は，発電
施設というハードの施設に加えてこうした複
数のシステムを備えることで，電力会社や県
行政部局と連携して地域経済の活性化ならび
に地域課題の緩和・改善を図るために電気料
金を下げる取り組みを行っていたり，県の一
般会計等に売電益を繰り出す等することで地
域政策を財源面から支えている．更に，情報
や知識といったソフトな資産を活用しなが
ら，脱炭素化の取り組みについて，山梨県で
は水素エネの技術開発・利活用のネットワー
ク化，組織化を促し，長野県では小水力発電
の導入，普及を後押ししている．これらの活
動に取り組む中で，両県とも事業者や地域の
主体とコミュニケーションを図る機会や場を
積極的に設けていた．2節で述べた他の県営
電気事業による活動，そして両県を含む県営
電気事業の一連の活動には，発電施設をベー
スに法，情報，経済に関する各システムを備
えた電気事業が，池上が提起した「インフラ
ストラクチャー」として機能する機関として
把握できる（池上 , 1990, 55-56 頁 ;池上 , 
1996, 136-140 頁）．
重要なのは，こうした県営電気事業の活動
は電力供給を行うことにとどまっていないこ
とである．脱炭素化は，これに取り組むこと
を通じて地域の発展や地域課題に取り組んで
いくことを志向した内容を有していた．水素
エネの技術開発と利活用に取り組む山梨県で
も，小水力発電を含む水力発電の普及や利活
用に取り組む長野県でも，これらのことに取
り組むことで地域の発展を志向しており，そ
して両県の電気事業とも地域の発展につなが
る活動を展開している．実際，両県の総合計
画を見るとエネルギーの地産地消を図って地
域内経済循環を実現することで，地域再生や
活性化を目指すことが目標として掲げられて
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いる．池上の議論は公共財の供給をベースに
議論を展開する内容であったが，両県の電気
事業の活動は，ハードの施設をベースに電力
供給に取り組むとともに，発電事業をめぐる
ソフトな資産が電力の供給にとどまらない，
地域課題への取り組みや地域の発展といった
更に高次の課題や目標に取り組むことにも寄
与している．池上は公共財の供給を支える「イ
ンフラストラクチャー」を人々が自己実現し
ていくことを支える概念として提示したこと
を確認したが，地域が直面する本質的な課題
や地域が掲げるより高次の目的に取り組むこ
とにも寄与している両県の電気事業は，まさ
に「インフラストラクチャー」として機能し
ているといえるであろう．
なお，山梨県と長野県の電気事業はいずれ
も「インフラストラクチャー」として機能し
ている部分があることは認められるが，相違
点もある．前節で述べたように，両県の総合
計画では再エネは地球温暖化防止の項目に挙
げられるとともに，エネルギーの地産地消を
図ることによる地域内経済循環の達成などの
内容を加味した地域活性化の分野でも挙げら
れている．この点では共通している．しかし，
山梨県では，水素エネとこれも活用した蓄電
に関する産業集積を図ることが目標の 1つに
掲げられているのに対して，長野県ではそう
した目標は掲げられていない．
水素エネの技術開発をめぐる山梨県の動き
は表 2でまとめた通りであるが，山梨県では
当初から県外の大手企業が参画するととも
に，蓄電池の研究に取り組んできた山梨大学
も参画して技術開発に取り組んできた経緯が
あり，合同で企業を立ち上げるなど，迅速な
事業展開がなされてきた．企業局はこうした
取り組みがなされる中で，技術開発に取り組
むだけではなく県内外の企業に声がけをして
技術開発のネットワークの形成と拡大の媒介
を図ってきている．山梨県の電気事業は，産
業集積を図る基盤形成に資する「インフラス
トラクチャー」だといえるだろう．
他方，水力発電に特化して発電事業に取り
組んできた長野県では，企業局による水力発
電所の新規開発等に加えて，小水力発電キャ

ラバン隊の取り組みを通じて小水力発電の普
及と拡大を目的の 1つに掲げて地域の脱炭素
化と地域の活性化を図っている．（小）水力
発電の実現には各種権利の調整と地域での合
意形成を欠かせないことから，県庁内の関連
部署に加えて農業団体と連携しながらコツコ
ツと，着実に地域でこれらを普及することに
取り組んでおり，その結果として地域から信
頼を得てきている．長野県の電気事業は，土
地と水をめぐる地域での合意形成，そして自
治の基盤形成にも資すると考えられる「イン
フラストラクチャー」として役割や機能を果
たしてきているといえるだろう．

5　おわりに

本稿ではこれまで地方公営企業ならびに電
気事業の両分野で扱われてこなかった今日の
公営電気事業の活動に注目し，地域貢献に取
り組む活動と山梨県ならびに長野県において
脱炭素化を促進する取り組みを明らかにし
た．そして，これらの活動を行う公営電気事
業が池上が提起した「インフラストラクチャ
ー」として地域で機能し，役割を果たしてい
ると考えられることを議論した．
本稿では山梨県，長野県の電気事業による
脱炭素化の取り組みと，過去筆者が把握して
きた長野県を含む 4県の県営電気事業の活動
を取り上げたが，公営電気事業経営者会議の
ホームページ等を見ると，他の公営電気事業
も売電益を活用した取り組みを行っており，
発電事業に関する知識や情報といったソフト
な資産も活用されながら地域課題に取り組む
活動を行っている様子が伺える（公営電気事
業経営者会議ホームページ「地域への貢献」; 
土開 , 2023 等）．特に，地域の主要課題の 1
つになっている脱炭素化については，水力発
電を中心に「創エネ」に関する技術的知見と
経営に関する知識等を有する公営電気事業
は，地域において貴重な機関であろう．地域
の発展も視野に入れた脱炭素化の取り組みに
ついては，3節で述べたように主体間の協力
や連携が 1つの課題として挙げられている．
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この点について，「インフラストラクチャー」
として地域で機能する公営電気事業は「知の
集積」を図り，促進する組織や体制に参画す
る地域新電力等と連携して活動することがで
きるであろう．例えば，地域新電力を核に据
えた議論として「日本版シュタットベルケ」
が提起されており，あり方についての提言も
なされてきている（諸富他 , 2023; 白石 , 
2024）．「インフラストラクチャー」としての
公営電気事業はこうした組織に関わることが
できると考える．
また，本稿では公営電気事業の活動におい
てそれらが有する知識や情報，更には地域か
ら得ている信頼といったソフトな資産が発揮
されている局面に注目し，その意義について
議論した．この間，公営電気事業を含む地方
公営企業はこれらが有する社会資本の更新，
改修，維持管理が注目され，問題視されてき
た．これらが重要な課題であり，人口減少が
進展する中でこれに取り組むために経営の健
全化を図ることが重要であることは筆者も同
意するが，本稿が注目したソフト面が軽視さ
れることがあるのであれば，これは問題だと
考える．地方公営企業が継続することを考え
る場合，社会資本を核とするハード面に加え
て地方公営企業が蓄積してきたソフトな資産
も視野に入れる必要がある．今後の地域づく
りや地域政策を実施する際には，こうしたソ
フトな資産も積極的に評価し，脱炭素化の推
進等の地域課題への取り組みに活用すべきで
ある．経営の健全化に取り組んでいった結果，
地方公営企業が有するソフトな資産に影響が
及ぶことがあるならば，それは地域にも影響
が及ぶ可能性があることを本稿で検討した事
例は示唆しているであろう．
最後に，本稿の課題について述べる．本稿
に残された課題の 1つとして，池上の「イン
フラストラクチャー」は事例研究を通じて更
に展開する余地があることが挙げられる．管
見の限り，これまでに本稿が取り組んだよう
な事例研究の中で池上の議論に注目する研究
は行われておらず，池上の議論を事例を通じ
て検討する研究も行われていない．本稿では
県営電気事業に注目したが，公営電気事業は

地域の実情に応じて活動を行っており，引き
続き検討する余地があると考える．更に，上
下水道や病院等他の地方公営企業も地域で活
動を行っていることを考えれば，議論の展開
の余地は大いにあるだろう．人々が自己実現
を果たしていくために公共財や公的供給財を
供給することが「インフラストラクチャー」
を有する政府の役割だとする池上の議論は，
人口減少が進展することで地方自治体の存続
自体が課題とされる現在の状況にあって，改
めて注目され，検証されながら展開されるべ
き議論だと考える．

付記
本稿は日本地方財政学会第 32 回大会にお
ける報告論文に加筆修正を施した論文であ
り，地方公営企業連絡協議会の 2022 年度調
査研究事業ならびに科研費 23K11544 の研究
成果の一部である．本稿を執筆するにあたっ
て山梨県，長野県，そして岩手県，富山県，
島根県の企業局の皆様と山梨県環境・エネル
ギー政策課，長野県環境政策課の皆様から調
査をご快諾いただくとともに重要なお話を伺
った．学会当日討論者を務めていただいた愛
知大学の菊地裕幸先生，桃山学院大学の吉弘
憲介先生，そしてご参加いただいた先生方か
ら貴重なコメントをいただいた．そして 2名
の査読者からも貴重なコメントをいただい
た．記して感謝申し上げる．本稿における誤
りは筆者に帰する．

注
１） 公営電気事業経営者会議（2023）に記載され
ている都府県の公営電気事業の水力発電のデ
ータを参照．

２） 注 1と同じ．
３） 公的供給財については野口（1984）の第 6 章
を参照した．野口は公共財を説明しながら，
上水道や鉄道など私的財として把握される財
が公的主体により供給されていることを指摘
し，これらの公的供給財は所得再分配ならび
に自然独占等の資源配分上の観点，非弾力的
な需要等から，公的主体が供給することが妥
当であることを議論した（野口 , 1984, 153-
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156 頁）．
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